








昭和 16年生まれであり、平成 13年、60 歳にて定年退職した。ＸとＸの娘Ａは同居していたが、
平成 24年 3月 30 日、自宅が火事に遭い、借家住まいとなり別居した。Ａは、週に 1回程度Ｘ宅
を訪問し、ＸはＡの要望に応じ、本件口座から生活費を送金していた。本件口座には、同年 4月
12日に保険金が 1,450 万円、同年 6月 8日に共済金が 1,180 万円、それぞれ振り込まれ、以後、同
年 8月 14日にまでの同口座の残額は 2,100 万円を超えていた。
　なお、本件口座の通帳、印鑑、キャッシュカード、パスポート等は、Ｘ宅の鍵のかかるキャビネッ
トにまとめて保管されていたが、鍵は力を入れて引くと壊れて開いてしまう状態であった。









































       Ｘ 
（本件預金名義人）








       Ａ 
  （Ｘの親族） 




３．控訴審判決　東京高判平成 27年 7月 16日（金融・商事判例 1475号 40頁）
　本件払戻しが、Ｘの承諾に基づき行われたか否かについて、当審におけるＹの補助参加人Ａに対
する証人尋問の結果等により次の事実が認められる。




























































るとした判例がある（最判昭和 46年 6月 10 日民集 25巻 4号 492 頁）。ただし、払戻請求者が正
当な受領権限を有する者ではないと疑念を生じさせる特段の事情がある場合には、印影照合のほか、
別途本人確認等を行う必要があり、これらを怠れば債務不履行責任あるいは不法行為責任を負わね
ばならないとする判例も存在する（釧路地判平成 24年 10月 4日金融・商事判例 1407 号 35頁）。
　このことにつき原審は、本件払戻し直前のキャッシュディスペンサーによる多数回の現金引出し
を含む本件口座の履歴を総合してみれば、特段の事由が認められると判断した。しかし、控訴審で
は、窓口では、来店前の取引履歴は把握できるが、取引時刻は不明であり、実際にＡがATM等
－ 125 －
数野：預金名義人の親族が代理人として行った預金の払戻請求
を操作したか否かを履歴から割り出せないのであり、Ａに対して問い質していないとしてもＹに注
意義務違反があるとはいえないと判断している。したがって、控訴審においては、特段の事情はな
いと判断していると思われる。
　親族等による預金の払戻しが問題となっているケースが少なくないと思われる現在、本件は、金
融機関による本人への意思等を確認すべき範囲を示す事案として実務上参考になると思われる。

